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平成 21年度地域保健・健康増進事業報告の概況 
 

厚生労働省では、このほど、平成 21年度「地域保健・健康増進事業報告」の概況を取りま 

とめましたので公表します。 

「地域保健･健康増進事業報告」は、地域住民の健康の保持や増進を目的として行っている 

保健施策について把握し、国や地方公共団体の地域保健施策の効率的・効果的な推進のための 

基礎資料を得ることを目的に実施しています。報告の対象は、全国の保健所、市区町村です。 

 

＜調査結果のポイント＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

詳細は、別添概況をご覧ください。 
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１ 市区町村実施の、妊産婦の一般健康診査を受けた実人員【Ｐ２・表２】 

「妊婦」約 130 万 5千人、「産婦」約 6万 7千人。 
 

２ 保健所や市区町村で、精神障害者の社会復帰や住民の心の健康づくりなどに関する相談や訪問指

導などを行った延べ人員【Ｐ５・表 10】 

「相談」約 81万 8 千人、「デイ・ケア」約 19万 2千人、「訪問指導」約 31万 8千人、「電話相談」

約 114万 2千人。 
 

３ 市区町村が実施した肝炎ウイルス検診の受診者数【Ｐ16・表 11】 

「Ｂ型肝炎ウイルス検診」約 64 万 4千人、「Ｃ型肝炎ウイルス検診」約 64万人。 


